
                       

 

 
 
 

                 
 
 
 
 
 
 
 

障害者雇用に係る子会社特例の認定について 

～親会社が和歌山労働局管内にある企業では初めての認定～ 
 

             
  和歌山労働局（局長 中原

なかはら

 正裕
まさひろ

）では、障害者雇用が進んでいる中にあって、引き
続き障害者の雇用促進を図るため、事業主の障害者雇用に対する理解の促進を図ってい
ます。 
今般、株式会社紀陽銀行（親会社）及び紀陽ビジネスサービス株式会社（子会社）か

ら子会社特例認定申請書の提出を受け、管轄の和歌山公共職業安定所長は、紀陽ビジネ
スサービス株式会社を株式会社紀陽銀行の特例子会社として認定しましたので、お知ら
せします。 
特例子会社制度は、障害者雇用の促進及び安定を図るため、事業主が障害者の雇用に

特別の配慮をした子会社を設立することにより、障害者の雇用の拡大、障害者に配慮さ
れた職場環境の中で、個々人の能力を発揮する機会が確保されることが期待されます。 
今後、紀陽銀行では障害者の雇用機会を創出し地域社会へ貢献するとともに、グルー

プ全体で障害のある方の雇用に積極的に取り組まれます。 
  
 
 【参考】 

＊特例子会社制度 

障害者雇用率制度においては、障害者の雇用機会の確保（法定雇用率＝２．０％）は個々の事業主

（企業）ごとに義務づけられています。障害者の雇用の促進及び安定を図るため、事業主が障害者の雇

用に特別に配慮した子会社を設立し、一定の要件を満たす場合には、特例としてその子会社に雇用され

ている労働者を親会社に雇用されているものとみなして、障害者雇用率制度における実雇用率を算定で

きることとしています。 

◎特例子会社認定の要件 

①親会社が特定の株式会社と特殊な関係にあること。 

（具体的には、子会社の議決権の過半数を有する等子会社の意思決定機関（株主総会等）を支配し

ていること。） 

②親会社との人的関係が緊密であること。 

（具体的には、親会社からの役員派遣等） 

③雇用される障害者が５人以上で全従業員に占める割合が２０％以上であること。 

また、雇用される障害者に占める重度身体障害者、知的障害者及び精神障害者の割合が３０％以上

であること。 

④障害者の雇用管理を適正に行うに足りる能力を有していること。 

（具体的には、障害者のための施設の改善、専任の指導員の配置等） 

⑤その他、障害者の雇用の促進及び安定が確実に達成されると認められること。 
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